
令和6年度
予算案(A)

令和5年度
当初予算(B)

前年度比
(A/B)

令和５年度
補正予算(C)

前年度比
（A+C)/B

内閣府（総合海洋政策） 53 52 1.02 5 1.12 

内閣府（科学技術・イノベーション） 0 ※1 27 ※2 ー 20 ー

警察庁 85 26 3.25 32 4.46 

外務省 7 5 1.44 9 3.35 

文部科学省 509 499 1.02 179 1.37 

農林水産省 1,530 1,549 0.99 1,376 1.88 

経済産業省 602 580 1.04 0 1.04 

国土交通省 2,074 1,965 1.06 1,233 1.68 

環境省 126 36 3.51 35 4.49 

合計 ※3 4,986 4,739 1.05 2,889 1.66 

（単位：億円）

防衛省※4 12,261 8,482 1.45 9 1.45 

令和６年度海洋関連予算政府予算案

全体に係る留意点
海洋関連予算には以下は計上していない。

①各省庁において、海洋関連施策とそれ以外の施策を1つの事業として、
予算要求を行っている施策。（海洋関連予算額は「内数」表示と されているため）

②復興庁やデジタル庁で計上する予算額。

※1 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）全体としての予算額は、280億円であり、
このうち、海洋関連分は当年度に入って決定されるため「０」としている。

※2  「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）のうち、当年度に入って開催される
  総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）で決定される予算額を示している。

※3  億円単位で表記しているため合計並びに前年度比が一致しない場合がある。
※4 防衛省分については他省庁と異なり、後年度負担金が含まれているため分離し

て集計している。
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令和６年度海洋関連の主要施策の概要①
１．総合的な海洋の安全保障

○海上防衛力の維持・整備等（防衛省）       11,136億円 ※ R10年度までの後年度負担額を含む

（R5当初：7,534.2億円 ※R9年度までの後年度負担額を含む）

○海上保安能力の強化（国土交通省） 1,227.5億円（R5当初：1,108.6億円、R5補正：754.4億円）

○漁業取締りの強化等（農林水産省）    154.8億円（R5当初：152.1億円、R5補正：2.9億円）

○国境の警戒監視体制の整備等（防衛省）     365.0億円 ※R9年度までの後年度負担額を含む

（R5当初：447.4億円 ※R8年度までの後年度負担額を含む、R5補正：2.3億円）

○治安・救難・防災業務の充実等（国土交通省）   13.4億円（R5当初：13.5億円、R5補正：0.9億円)

○警察用船舶・航空機の整備や国境離島における事態対処能力の強化（警察庁） 

 85.4億円（R5補正：31.9億円）

○海洋の安全確保に資する装備品等の研究開発（防衛省） 

652.0億円 ※R10年度までの後年度負担額を含む

（R5当初：387.4億円 ※R9年度までの後年度負担額を含む）

○情報収集衛星の開発・運用事業費（内閣官房）

622.5億円の内数（R5当初：625.1億円の内数、R5補正：275.0億円の内数）

○ソマリア沖・アデン湾における海賊対処（防衛省）                                       

 105.3億円（R5当初：101.3億円、R5補正：7.0億円）

○海上交通の安全確保等（国土交通省）        69.8億円（R5当初：65.9億円、R5補正：19.3億円）

○漁港の耐震化、津波対策等による事前防災・減災対策の推進（農林水産省）

785.8億円の内数（R5当初：789.6億円の内数、R5補正：314.8億円の内数）

○港湾における地震対策（国土交通省）                                                  

   2,449.0億円の内数（R5当初：2,444.0億円の内数、R5補正：925.1億円の内数）

○海岸保全施設の整備や耐震化等による防災・減災対策の推進（農林水産省・国土交通省）

         403.0億円の内数（R5当初：403.0億円の内数、R5補正：230.8億円の内数）

○アジア海賊対策地域協力協定情報共有センターへの拠出を通じたアジアにおける海賊対策

   （外務省） 0.2億円（R5当初：0.2億円）

○シーレーン沿岸国における海上保安能力の構築支援（外務省）

3,036.1億円の内数（R5当初：3,137.0億円の内数）

○気候変動観測・監視・対策業務（国土交通省）    8.4億円 （R5当初：8.3億円）

○防災対策に資する南海トラフ地震調査研究プロジェクト（文部科学省） 

2.3億円（R5当初：3.8億円)

〇海域で発生する地震及び火山活動に関する研究開発（文部科学省）

                  23.8億円（R5当初：27.0億円）

○海底地震・津波観測網の構築・運用（文部科学省）                            

                     15.4億円（R5当初：12.1億円、R5補正：29.6億円）

海洋の安全保障の強化に貢献する施策

（海洋資源開発の推進）

○国内石油天然ガス地質調査・メタンハイドレート研究開発等事業（経済産業省）

263.2億円（R5当初：272.5億円）

○海洋鉱物資源開発に向けた資源量評価・生産技術等調査事業（経済産業省）   

  87.0億円（R5当初：91.0億円）

○国際海底機構分担金の拠出（外務省）              0.9億円（R5当初：1.2億円）

○海洋安全保障プラットフォームの構築（科学技術イノベーション創造推進費の一部）（内閣府）

280.0億円の内数（ R5当初：27.0億円）

（海上輸送の確保）

○国際コンテナ戦略港湾政策の推進（国土交通省） 2,459.0億円の内数

（R5当初：2455.4億円の内数、R5補正：926.4億円の内数）

○国際バルク戦略港湾政策の推進（国土交通省） 2,449.0億円の内数

（R5当初：2,444.0億円の内数、R5補正：925.1億円の内数）

○カーボンニュートラルポート形成の推進（国土交通省） 2,455.7億円の内数

（R5当初：2,449.5億円の内数、R5補正：926.1億円の内数）

○地域の基幹産業の競争力強化のための港湾整備 （国土交通省） 2,449.0億円の内数

（R5当初：2,444.0億円の内数、R5補正：925.1億円の内数）
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海洋の安全保障

（海洋状況把握（MDA)の能力強化）

○情報収集衛星の開発・運用事業費（内閣官房）＜再掲＞  622.5億円の内数

（R5当初：625.1億円の内数、R5補正：275.0億円の内数）

○地球環境の状況把握と変動予測のための研究開発（文部科学省）

28.1億円（R5当初：29.6億円、R5補正：5.3億円）

○先進レーダ衛星（ALOS-4）（文部科学省） 1,224.0億円の内数（R5当初：1,226.9億円の内数）

○海底地震・津波観測網の構築・運用（文部科学省）＜再掲＞  

15.4億円（R5当初：12.1億円、R5補正：29.6億円）

○静止気象衛星業務等（国土交通省）   31.5億円（R5当初：31.7億円、R5補正：207.0億円） 

○海洋権益確保に資する優位性を持った海洋調査能力（国土交通省）＜一部再掲＞ 

35.8億円（R5当初：11.5億円、R5補正：0.2億円）   

○地球環境データ統合・解析プラットフォーム事業（文部科学省）

3.8億円（R5当初：3.8億円、R5補正：3.0億円）



海洋環境の保全・再生・維持

（水産資源の適切な管理）
○水産環境整備事業（農林水産省） 122.3億円（R5当初:117.0憶円、R5補正：40.0億円の内数）
○新たな資源管理システムの着実な実施（農林水産省）   

   82.2億円の内数（R5当初：101.9億円の内数）
○漁業取締りの強化等（農林水産省）＜再掲＞

154.8億円（R5当初:152.1憶円、R5補正：2.9億円）

（取り組みの根拠となる知見の充実・活用）
○地球環境の状況把握と変動予測のための研究開発（文部科学省）＜再掲＞ 

                                     28.1億円（R5当初：29.6億円、R5補正：5.3億円）
○GOSATシリーズによる地球環境観測事業等（環境省）   42.2億円の内数

（R5当初：45.9億円の内数、R5補正：9.9億円の内数）
○気候変動適応戦略イニシアチブ（文部科学省）     9.3億円（R5当初：9.3億円、R5補正：3.0億円）

２．持続可能な海洋の構築

○洋上風力発電の導入促進に向けた採算性分析のための基礎調査事業（経済産業省）

65.0億円（R5当初：36.0億円）

○洋上風力発電等の導入拡大に向けた研究開発事業（経済産業省）

45.0億円（R5当初：44.8億円）

○洋上風力発電人材育成事業(「再生可能エネルギー実務人材育成事業」の内数）（経済産業省）

   7.5億円（R5当初：6.5億円）

○GXサプライチェーン構築支援事業（経済産業省）                548億円の内数（新規）

○洋上風力発電の導入促進（国土交通省） 2,455.7億円の内数

（R5当初：2,449.5億円の内数、R5補正：926.1億円の内数）

○潮流発電による地域の脱炭素化モデル構築事業（環境省）      6.5億円 （R5当初：6.5億円）

○民間企業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業（環境省）

40.0億円の内数（R5当初：42.6億円の内数、R5補正：82.1億円の内数）

○再生可能エネルギー資源発掘・創生のための情報提供システム整備事業（環境省）

8.4億円の内数（R5当初：8.9億円の内数）

○ゼロカーボンシティ実現に向けた地域の気候変動対策基盤整備事業（環境省）

 8.0億円の内数（R5当初：8.0億円の内数）

○カーボンニュートラルポート形成の推進（国土交通省）＜再掲＞   2,455.7億円の内数

（R5当初：2,449.5億円の内数、R5補正：926.1億円の内数）

○海事分野のカーボンニュートラル推進（国土交通省）               0.9億円

（R5当初：0.9億円の内数、 R5補正： 0.6億円の内数）

○CCUS研究開発・実証関連事業（経済産業省）                 95.0億円（R5当初：80.0億円）

○CCUSの早期社会実装のための環境調和の確保及び脱炭素・循環型社会モデル構築事業

（環境省） 55.0億円の内数（R5当初：75.0億円の内数）

〇ゼロエミッション船等の建造促進事業（環境省）     94.0億円（新規）

〇産業車両等の脱炭素化促進事業（環境省）     18.2億円の内数（R5当初：17.2億の内数）

カーボンニュートラルへの貢献

（海洋環境の保全等）
○自然環境保全地域等保全対策事業費（旧：沖合海底自然環境保全地域管理事業費）
（環境省）                                              0.8億円の内数（R5当初：0.4億円）
○重要生態系監視地域モニタリング推進事業（環境省）

2.8億円の内数（R5当初：2.8億円の内数）
○気候変動観測・監視・対策業務（国土交通省） ＜再掲＞                 8.4億円 （R5当初：8.3億円）
○海洋プラスチックごみ総合対策費（海洋ごみに係る削減方策総合検討・

 海岸地域対策推進事業（環境省）                                          4.0億円（R5当初：3.8億円）
〇海洋プラスチックごみ調査研究・対策総合検討事業（環境省）       2.7億円（R5当初：2.4億円）
○プラスチック有効利用高度化事業（経済産業省）        9.7億円（R5当初：13.9億円）
○サンゴ礁生態系保全対策推進費（環境省）            0.3億円（R5当初：0.3億円）
○漂流ごみや油の回収・処理（国土交通省）      2,449.0億円の内数（R5当初：2,444.0億円の内数）
○災害時等におけるごみ問題への取組（農林水産省・国土交通省）

                災害復旧費の内数（R5当初：災害復旧費の内数）
○海洋における放射線モニタリング（環境省）    28.4億円の内数（R5当初：28.8億円の内数）
○環境影響評価制度合理化・最適化経費（環境省）      1.2億円の内数（R5当初：1.1億円の内数）
○環境保全と利用の最適化による地域共生型再エネ導入加速化検討事業（環境省）

                                 7.2億円の内数（新規）
○海岸漂着物等地域対策推進事業（環境省）         1.7億円（R5当初：1.7億円、R5補正：35.3億円）
○水産多面的機能発揮対策（農林水産省）       14.5億円の内数（R5当初：16.5億円の内数）

（沿岸域の総合的管理）
○総合的な土砂管理の推進（国土交通省）

10,068億円の内数（R5当初：9,880億円の内数）
○河川における水質浄化（国土交通省）

10,068億円の内数（R5当初：9,880億円の内数）
○海洋に流入する汚濁負荷の下水道による削減（国土交通省） 

社会資本整備総合交付金：5,064億円の内数（R5当初：5,491.9億円の内数）
○閉鎖性海域での沿岸域管理の推進（環境省）                        4.5億円の内数（R5当初：3.1億円）
○自然公園等事業等（環境省）                                                                     82.3億円の内数

 （R5当初：82.3億円の内数、R5補正：47.9億円の内数）

（国境離島の保全・管理）

○沖ノ鳥島の戦略的維持管理（国土交通省）    10,068億円の内数（R5当初：9,880億円の内数）

○特定離島における活動拠点整備・管理（国土交通省）

2,449.0億円の内数（R5当初：2,444.0億円）

○特定有人国境離島地域に係る地域社会の維持等のための取組の推進（内閣府）

50.0億円（R5当初：50.0億円、R5補正：2.0億円）

○重要土地等調査法に基づく土地等利用状況調査等の着実な実施（内閣府）

5.3億円の内数（R5当初：5.4億円の内数、R5補正：2.4億円の内数）

○排他的経済水域における漁場整備の推進（農林水産省）            14.0億円（R5当初：15.5億円）
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３．着実に推進すべき主要施策の推進

科学的知見の充実

（海洋調査の推進）
○海洋権益確保に資する優位性を持った海洋調査能力（国土交通省）＜一部再掲＞ 

35.8億円（R5当初：11.5億円、R5補正：0.2億円）
○気候変動観測・監視・対策業務（国土交通省） ＜再掲＞          8.4億円 （R5当初：8.3億円） 

海洋産業の利用の促進

（水産業の振興等）
○水産業の成長産業化のための水産基盤整備事業（農林水産省）＜一部再掲＞

729.8億円の内数（ R5当初：729.1億円の内数）
○漁業経営安定対策と漁業構造改革の推進（農林水産省）                                231.1億円

（R5当初：232.9億円、R5補正：661.5億円）
〇浜の活力再生・成長促進交付金（農林水産省）      19.5億円（R5当初：24.0億円)
○養殖成長産業化推進事業（農林水産省）    3.0億円（R5当初：3.0億円）

○北極域研究の戦略的推進（文部科学省）     46.7億円（R5当初：44.9億円）
○国際会議等での我が国の北極政策に関する発信及び理解促進（外務省）

                 3百万円（R5当初：5.6百万円）
○北極海航路の利活用の検討（国土交通省） 0.3億円の内数（R5当初：0.3億円の内数）

北極政策の推進

国際的な連携の確保及び国際協力の推進

○戦略的な国内外の関係機関との連携・支援能力（国土交通省）＜一部再掲＞
3.8億円（R5当初：2.6億円、R5補正：1.5億円）

○国際海洋法裁判所分担金の拠出（外務省）    1.4億円（R5当初：1.7億円）
○ソマリア沖・アデン湾における海賊対処（防衛省） ＜再掲＞        

105.3億円（R5当初：101.3億円、R5補正：7.0億円）
○ソマリア沖・アデン湾、マラッカ・シンガポール海峡における

 海賊対策・安全確保に関する国際協力（国土交通省・外務省）    0.5億円（R5当初：0.5億円）

海洋人材の育成と国民の理解の増進

○海事人材の確保・育成（国土交通省）  67.1億円（R5当初：67.9億円、R5補正： 7.6億円）

○海洋教育・海事振興の推進（国土交通省）                  0.2億円（R5当初：0.1億円）

○経営体育成総合支援事業（農林水産省）            4.5億円（ R5当初：5.0億円）

（海事産業の強化）
○海事産業強化法を踏まえた国際競争力強化・生産性向上（国土交通省） 3.7億円

   （R5当初：4.4億円、R5補正： 25.6億円）  
○海上技術安全研究所経費（国土交通省）   51.2億円の内数（R5当初：50.8億円の内数） 
○カーボンニュートラルポート形成の推進（国土交通省） ＜再掲＞          2,455.7億円の内数

（R5当初：2,449.5億円の内数、R5補正：926.1億円の内数）
○クルーズ再興に向けた訪日クルーズ本格回復への取組（国土交通省）

2,450.8億円の内数（R5当初：2,446.0億円の内数）
〇新たなインバウンド層の誘致のためのコンテンツ強化等（国土交通省）

19.9億円の内数（ R5当初：-）

○離島における観測活動実施（国土交通省）                                                 7.6億円の内数
（R5当初：8.1億円の内数、R5補正：24.0億円の内数）

○自然公園等事業等（環境省）＜再掲＞                                         82.3億円の内数
（R5初：82.3億円の内数、R5補正：47.9億円の内数）

○離島の活性化に対する支援等の離島の振興（国土交通省）                                394.4億円
（R5当初：389.3億円、R5補正：128.9億円）

○奄美群島及び小笠原諸島の振興開発（国土交通省）                                216.1億円
（R5当初：210.8億円、R5補正：40.5億円）

○離島漁業再生等に対する支援（農林水産省）              13.5億円（R5当初：14.6億円)

○民間企業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業（環境省） ＜再掲＞  
40.0億円の内数（R5当初：42.6億円の内数、R5補正：82.1億円の内数）

○離島のガソリン流通コスト対策事業（経済産業省）         29.5億円（R5当初：29.5億円）

離島の保全等

総合的・戦略的な海洋政策の推進

○海洋開発重点戦略に基づく海洋政策の推進（内閣府）
     0.7億円（R5当初：0.2億円の内数、R5補正：3.1億円）

・自律型無人探査機（AUV)の活用・利用
・南鳥島とその周辺海域の開発の推進
・海洋状況把握（MDA)の能力強化

等

（海洋科学技術の振興等）
○海洋安全保障プラットフォームの構築（科学技術イノベーション創造推進費の一部）

（内閣府）＜再掲＞ 280.0億円（R5当初：27.0億円）
○海域で発生する地震及び火山活動に関する研究開発（文部科学省）＜再掲＞ 

               23.8億円（R5当初：27.0億円）
○防災対策に資する南海トラフ地震調査研究プロジェクト（文部科学省）＜再掲＞ 

 2.3億円（R5当初：3.8億円）
〇海洋研究開発機構の運営及びプロジェクト等の推進（文部科学省）＜一部再掲＞ 

303.7億円（R5当初：306.2億円、R5補正：22.1億円）
○海底地震・津波観測網の構築・運用（文部科学省）＜再掲＞ 

15.4億円（R5当初：12.1億円、R5補正：29.6億円）
〇市民参加による海洋総合知創出手法構築プロジェクト（文部科学省）

0.4億円（R5当初：0.4億円）
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○警察用船舶・航空機の整備や国境離島における事態対処能力の強化
    （警察庁）  85.4億円（R5補正：31.9億円）

海洋の安全保障①

○情報収集衛星の開発・運用事業費（内閣官房）
622.5億円の内数（R5当初：625.1億円の内数、R5補正：275.0億円の内数）

外交・防衛等の安全保障及び大規模災害等への対応等の危機管理のために必要な情報の

収集を主な目的とした情報収集衛星の開発等を行い、政府の情報機能を強化する。

○漁業取締りの強化等（農林水産省）
154.8億円（R5当初：152.1億円、R5補正：2.9億円）

警察用船舶・航空機の整備を図る。また、装備資機材の整備等により、国境離島における事

態対処能力を強化する。

令和4年度より取締活動に従事している
2,000トン級漁業取締船（新造船）

我が国水域から中国漁船を退去させる漁業取締船

○海上防衛力の維持・整備等（防衛省）
11,136億円 ※R10年度までの後年度負担額を含む

（R5当初：7,534.2億円 ※R9年度までの後年度負担額を含む）

○国境の警戒監視体制の整備等（防衛省）
365.0億円※R9年度までの後年度負担額を含む

（R5当初：447.4億円  ※R6年度までの後年度負担額を含む、R5補正：2.3億円）

・南西警備部隊等の配置に関連する施設整備

・有人国境離島地域における自衛隊施設の整備

・周辺海域の情報収集・警戒監視能力の強化のため、イー

ジス・システム搭載艦、新型FFM、潜水艦、掃海艦及び

  補給艦の建造、固定翼、回転翼哨戒機の生産

購入、艦艇及び航空機の艦齢・機齢延伸等を実施

・洋上監視のための衛星情報の取得

・海洋観測の強化

・武装工作船等への対応のため、小型水上船舶に

対する対処能力の向上
イージス・システム搭載艦（イメージ）

○ソマリア沖・アデン湾における海賊対処（防衛省）
105.3億円 （R5当初：101.3億円、R5補正：7.0億円）

船舶を護衛する護衛艦 商船の上空を警戒監視中のP-3C哨戒機

ソマリア沖・アデン湾における海賊対処を実施するために必要な経費
※中東における情報収集活動に必要な経費を含む。

１．総合的な海洋の安全保障
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小型ヘリコプター 中型ヘリコプター警察用船舶

水産改革の目的の一つである我が国周辺水域における水産資源の管理徹底と国際ルー

ルに基づく操業秩序の維持のため、漁業取締体制を強化。 

○海上保安能力の強化（国土交通省）
1,227.5億円（R5当初：1,108.6億円、R5補正：754.4億円）

      

○治安・救難・防災業務の充実等（国土交通省）
13.4億円（R5当初：13.5億円、R5補正：0.9億円）

「海上保安能力強化に関する方針」（令和４年12月関
係閣僚会議決定）に基づき、巡視船・航空機等の大
幅な増強整備などのハード面の取組に加え、新技術
の積極的な活用や、防衛省・自衛隊、警察、外国海
上保安機関等の国内外の関係機関との連携・協力の
強化、人材育成などのソフト面の取組も推進すること
により、海上保安業務の遂行に必要な６つの能力（海
上保安能力）を一層強化する。 大型巡視船（1,000トン）5隻

密輸・密航等の海上犯罪取締りや防災などの業務基盤の充実を図るとともに、海上保安官に

よる安全かつ的確な海上保安業務の遂行のため、資器材等の充実・強化を図る。

また、北海道北部・東部及び奄美大島北部海域をはじめとする全国における救助・救急体制

の強化を図る。



○港湾における地震対策（国土交通省） 2,449.0億円の内数
（R5当初：2,444.0億円の内数、R5補正：925.1億円の内数）

○海岸保全施設の整備や耐震化等による防災・減災対策の推進
（農林水産省・国土交通省） 403.0億円の内数

（R5当初：403.0億円の内数、R5補正：230.8億円の内数)

津波、高潮、侵食等による被害を防止・軽減するため、海岸保全施設の耐震対策及び

「粘り強い構造」の防波堤や海岸堤防等の整備、砂浜の侵食対策を進めるとともに、コン

ビナート港湾の強靱化、耐震強化岸壁を核とする臨海部防災拠点の形成、基幹的広域

防災拠点の運用体制の強化等の取組を推進する。

津波対策が進む現地状況（静岡県牧之原市）耐震対策が完了した海岸堤防（高知県高知市）

○海上交通の安全確保等（国土交通省）
69.8億円（R5当初：65.9億円、R5補正：19.3億円）

海上交通の安全確保のため、航路標識の適切な維持管理を実施するとともに、「防災・減
災、国土強靱化のための５か年加速化対策」（令和２年12月11日閣議決定）に基づき、海上
保安施設等の耐災害性強化対策、走錨事故等防止対策、航路標識の耐災害性強化対策
及び航路標識の老朽化等対策などを着実に推進する。

・走錨事故等防止対策

監視カメラの整備 レーダーの整備

・航路標識の海水浸入防止対策

基礎新設 亀裂補修（環境遮断）

・航路標識の電源喪失対策

発電機の換装 太陽電池化

・航路標識の信頼性向上対策

高輝度LEDの導入

灯浮標の定期交換

・航路標識の老朽化等対策・航路標識の適切な維持管理

・航路標識の監視体制強化対策

送信用空中線
本体

外壁を補修後、塗装等

・レーダーの耐風速対策

耐風速性能の強化

耐風速性能
平均風速40m/s

耐風速性能
平均風速60m/s

○漁港の耐震化、津波対策等による事前防災・減災対策の推進（農林水産省）
 785.8億円の内数（R5当初：789.6億円の内数、R5補正：314.8億円の内数）

    漁業地域の地震・津波対策、漁港施設の長寿命化対策、漁港の有効活用を推進する。

防波堤

防潮堤

岸壁の耐震・耐津波強化

岸壁の拡幅
地震や津波の
力に対して、岸
壁が滑らず、ま
た、転倒しない
ようにする。

防波堤と防潮堤による多重防護

海洋の安全保障②

耐波浪型LED灯器の導入
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海洋の安全保障③

○シーレーン沿岸国における海上保安能力の構築支援（外務省）
3,036.1億円の内数（R5当初：3,137.0億円の内数）

途上国の沿岸警備隊等、法執行機関を対象として、船舶の供与や専門家派遣、

研修受入等を通じた技術協力を実施。

○海域で発生する地震及び火山活動に関する研究開発（文部科学省）
23.8億円（R5当初：27.0億円）

「ゆっくり滑り（スロースリップ）」等の海底地殻変動のリアルタイム観測を実現し、南海
トラフ巨大地震の現状評価と推移予測の高度化のため、観測装置の開発を進める。ま
た、不意打ち的に発生する火山噴火・火山性津波被害の軽減に資するために、切迫
度が極めて高い伊豆大島等、伊豆・小笠原海域を中心に海域火山の活動の現状と履
歴を明らかにする。

海底広域研究船「かいめい」地球深部探査船「ちきゅう」 海底地殻変動観測システムイメージ

○海底地震・津波観測網の構築・運用（文部科学省）
15.4億円（R5当初：12.1億円、R5補正：29.6億円)

南海トラフ地震想定震源域の西側にある高知県沖から日向灘にかけて、新たに南

海トラフ海底地震津波観測網（N-net）を構築する。

また、南海トラフ沿いと日本海溝沿い（東北地方太平洋沖）に整備したリアルタイム

海底地震・津波観測網（DONET及びS-net）を引き続き運用する。

地震・津波観測監視システム
（DONET）

DONET2

DONET1

南海トラフ海底地震津波観測網
（N-net）

日本海溝海底地震津波
観測網（S-net）

海洋の安全保障の強化に貢献する施策①

○国内石油天然ガス地質調査・メタンハイドレート
研究開発等事業（経済産業省）

263.2億円（R5当初：272.5億円）

（１）国内石油天然ガス基礎物理探査
三次元物理探査船等を用いて、日本周辺海域の未探鉱地域等にお

ける石油・天然ガス等のポテンシャルを把握するための調査を行う。

（２）国内石油天然ガス試錐支援
石油・天然ガスの存在や地質構造等を具体的に把握するため、民間

企業が自ら実施する試錐に対し、探鉱リスクに応じて経費の一部を補
助する。

（３）メタンハイドレートの研究開発
日本周辺海域に相当量の賦存が期待されるメタンハイドレートについ

て、我が国のエネルギー安定供給に資する重要なエネルギー資源とし
て、将来の商業生産を可能とするための技術開発を行う。

三次元物理探査船「たんさ」

海上大型掘削装置

メタンハイドレートの賦存形態図

○海洋鉱物資源開発に向けた資源量評価・生産技術等
     調査事業（経済産業省）   87.0億円（R5当初：91.0億円）

海洋資源調査船「白嶺」

我が国周辺海域等に存在する海底熱水鉱床やコバルトリッチクラ

スト等の海洋鉱物資源について、海洋資源調査船「白嶺」等を使用

した資源量調査や、生産技術の検討等を行う。

生産技術（採鉱・揚鉱） 海底熱水鉱床 コバルトリッチクラスト

海洋の資源開発の推進

S-net
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海洋の安全保障の強化に貢献する施策②

海洋の資源開発の推進

○海洋安全保障プラットフォームの構築
 （科学技術イノベーション創造推進費の一部）（内閣府）

280.0億円の内数（R5当初：27.0億円）※

※ 海洋関連予算である「海洋安全保障プラットフォームの構築」へ

の当初配分額。戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）全体の概

算要求額は280.0億円。

レアアース採鉱

海上輸送の確保

○国際コンテナ戦略港湾政策の推進（国土交通省）  
2,459.0億円の内数（R5当初：2455.4億円の内数、R5補正：926.4億円の内数）

「新しい国際コンテナ戦略港湾政策の進め方検討委員会 中間取りまとめ」（令和5年6月

27日）に基づき、国際コンテナ戦略港湾において、欧州・北米航路をはじめ、中南米・アフリカ

等多方面・多頻度の直航サービスを充実させることで、我が国のサプライチェーンの強靱化を

図り、グローバルに展開する我が国立地企業のサプライチェーンマネジメントに貢献する。「集

貨」「創貨」「競争力強化」の三本柱の取組については、引き続き協力に推進するとともに、物

流の2024年問題、労働力不足、脱炭素への対応など、昨今の物流を取り巻く新たな課題や要

請を踏まえ、コンテナ物流のDX、GXを推進する。

＜次世代コンテナターミナルの構築に向けた港湾技術開発の推進＞
ＡＩ等の技術を最大限活用することで、ターミナル荷役能力を向上させ、荷役時間を短縮し、ト

レーラーのコンテナターミナルゲート前での待機を解消することを目的としている「ヒトを支援す
るＡＩターミナル」に関する取組を深化させて、現場のニーズを踏まえた効果の高い技術開発等
を集中的に推進することで、港湾における更なる生産性向上や労働環境の改善を目指す。

○カーボンニュートラルポート形成の推進（国土交通省）  2,455.7億円の内数

（R5当初：2,449.5億円の内数、R5補正：926.1億円の内数） 

脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化や水素等の受入環境の整備等を図るカーボンニュートラル
ポート（CNP）を形成するため、港湾脱炭素化推進計画の作成支援、新技術を活用した高度化実証

等を行う。

カーボンニュートラルポートの形成に向けた具体的な取組の例

○地球環境の状況把握と変動予測のための研究開発（文部科学省）
                               28.1億円（R5当初：29.6億円、R5補正：5.3億円）

漂流フロートや係留ブイ等の観測技術による全球的な
海洋観測を進めるとともに、新たなセンサの整備・導入
及び研究船による詳細な観測を実施し、高精度・多項目
の海洋データを取得するなどの取組を実施する。
   また、海洋プラスチックの分布実態評価やマイクロプ
ラスチックの海洋生態系への影響評価を実施する。

アルゴ計画/アルゴフロート

海洋状況把握（MDA）の能力強化

○先進レーダ衛星（ALOS-4）（文部科学省）         
 1,224.0億円の内数（R5当初：1,226.9億円の内数）

・先進レーダ衛星（ALOS-4）

昼夜/天候を問わず広域観測可能なレーダと船舶自動識別

装置（AIS）受信機の複合利用によりAIS信号を偽装・停止する

要注意船を識別。船舶事故時等の油流出分布把握も可能。
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海洋の安全保障の強化に貢献する施策③

海洋状況把握（MDA）の能力強化

○静止気象衛星業務等（国土交通省）  
31.5億円（R5当初：31.7億円、R5補正：207.0億円）

静止気象衛星
ひまわり

国民の安全・安心に寄与する防災情報の作成及び海洋状

況の把握に欠かせない静止気象衛星ひまわり8号及び9号の

運用を継続する。また、令和11年度の後継機運用開始に向

け、着実に整備を進める。

〇地球環境データ統合・解析プラットフォーム事業（文部科学省）
3.8億円（R5当初：3.8億円、R5補正：3.0億円）

データ統合・解析システム
（DIAS）

地球環境分野のデータプラットフォームであるデータ統合・

解析システム（DIAS）の長期・安定的運用を通じて、地球環

境ビッグデータ（地球観測情報、気候予測情報等）を活用し

た気候変動、防災等の地球規模課題の解決に貢献する研究

開発や地球環境分野のデータ利活用を更に加速する。

国境離島の保全・管理

特定有人国境離島地域○沖ノ鳥島の戦略的維持管理（国土交通省） 10,068億円の内数
（R5当初：9,880億円の内数）

本土から約1,700km離れた外洋上に位置し、極めて厳し

い気象条件下にある沖ノ鳥島の恒久的な保全を推進す

るため、計画的・予防保全的な戦略的維持管理を実施。

沖ノ鳥島全景

北小島 東小島 観測所基盤

北小島

東小島

観測所基盤観測拠点施設

○特定離島における活動拠点整備・管理（国土交通省）
2,449.0億円の内数（R5当初：2,444.0億円の内数）

特定離島（南鳥島、沖ノ鳥島）において、排他

的経済水域及び大陸棚の保全及び利用に関す

る活動の拠点として、船舶の係留、停泊、荷さば

き等が可能となる特定離島港湾施設を整備する

とともに、国による港湾の管理を実施する。

○重要土地等調査法に基づく土地等利用状況調査等の着実な実施（内閣府）
5.3億円の内数（R5当初：5.4億円の内数、R5補正：2.4億円の内数）

9

重要土地等調査法に基づき、安全保障上重要な施設の周辺や国境離島等において区域

の指定を行い、指定した区域内の土地等の利用状況の調査を実施する。また、本法律の

趣旨や制度内容について、国民や地方公共団体の理解促進を図っていく観点から広報等

を行うなど、本法律を着実に執行する。

○海洋権益確保に資する優位性を持った海洋調査能力（国土交通省）

＜一部再掲＞ 35.8億円（R5当初：11.5億円、R5補正：0.2億円）
他国による海洋境界等の主張に対し、我が国の立場を適切な形で主張するべく、新型測量船

を整備するとともに、測量機器等の高機能化を進め、海洋調査や調査データの解析等を進める。



国境離島の保全・管理海洋の安全保障の強化に貢献する施策④

○排他的経済水域における漁場整備の推進（農林水産省）
                                                                     14.0億円（R5当初：15.5億円）
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○特定有人国境離島地域に係る地域社会の維持等のための取組の推進
（内閣府）  50.0億円（R5当初：50.3億円、R5補正：2.0億円）

・関係地方公共団体が実施する次の取組について支援。

1．航路・航空路運賃の低廉化

2．物資の費用負担の軽減

3．雇用機会の拡充

4．滞在型観光の促進

・特定有人国境離島地域において創業又は事業拡大等を行う

事業者に対するスタートアップ融資を行う地域金融機関等に

対して、利子補給を行う。

カーボンニュートラルへの貢献２．持続可能な海洋の構築

○洋上風力発電に係る技術開発・調査研究等（経済産業省）

○潮流発電による地域の脱炭素化モデル構築事業（環境省）
6.5億円（R5当初：6.5億円）

潮流発電機の高効率化による発電コストの
削減、他の再生可能エネルギーとの組み合
わせによる離島事業モデルの構築、潮流発
電機を複数台設置したファーム化の経済性
検討を行い、潮流発電システムの商用化に
向けたビジネスモデルの構築を目指す。

変電システム

周
波
数

変
換
器

変
圧
器

送配電会社設備

2025年2000年 2050年

アンモニア

水素

2026年実証

2027年実証

重油

LNG グリーンメタン

グリーンメタノール

バイオ燃料（バイオディーゼル等）

カーボンニュートラルの世界的潮流を我が国海事産業の国際競争力を高める好機として、その推
進に取り組む。内航海運分野については、その特性を踏まえつつ、カーボンニュートラルを実現す
るための環境整備を図る。

・ガス燃料船の競争力強化
・脱炭素燃料のバンカリングガイドラインの策定に向けた調査
・GHG削減に向けた国際戦略の推進
・内航カーボンニュートラルの実現に向けた環境整備
・浮体式洋上風力発電施設の導入拡大・海外市場獲得に向けた環境整備

洋上風力発電エリア

基地となる港湾

基地となる港湾

【組立用、資機材保管用の後背地】
一定の耐荷重と必要な面積の確保

【岸壁】
・必要水深・延長確保
・一定の耐荷重

基地港湾のイメージ

海洋再生可能エネルギー
発電設備整備促進区域

船舶による
巡視業務

再エネ海域利用法に基づく、促
進区域の指定のための調査、管
理に必要な巡視を実施するととも
に、海洋再生可能電エネルギー
発設備の設置及び維持管理に不
可欠な基地港湾の整備等を実施
する。

○海事分野のカーボンニュートラル推進（国土交通省）
0.9億円（R5当初：0.9億円の内数、R5補正： 0.6億円） 

○洋上風力発電の導入促進（国土交通省）
 2,455.7億円の内数（R5当初：2,449.5億円の内数、R5補正：926.1億円の内数）

排他的経済水域において、国が資源の回復を促進するための施設整備を資源管理措置と併せて
実施することにより、当該海域の水産資源の生産力を向上させ、水産物の安定供給の確保を図る。

・洋上風力発電人材育成事業 (再生可能エネルギー実務人材育成事業」の内数)
7.5億円（R5当初：6.5億円）

     長期的、安定的に洋上風力発電を普及させていくため、風車製造関係のエンジニア、
 洋上施工や調査開発に係る技術者、メンテナンス作業者等、幅広い分野を見据え、

   洋上風力人材育成のカリキュラムの開発や、訓練施設整備を支援を行う。

○ゼロエミッション船等の建造促進事業（環境省）                     94.0億円（新規） 

2050年のカーボンニュートラル実現に向けては、水素・アンモニア燃料等を使用するゼロエミッショ
ン船等の普及が必要不可欠。ゼロエミッション船等の供給基盤構築を行うことにより、
それらの船舶の市場導入の促進によるCO2の排出削減を進めるとともに、我が国船舶産業の国際
競争力強化を図る。

・ゼロエミッション船等の建造に必
要となるエンジン、燃料タンク、燃
料供給システム等の生産設備の
整備・増強

・上記舶用機器等を船舶に搭載
（艤装）するための設備等の整備・
増強

エンジン

艤装設備（クレーン）

燃料供給システム等 燃料タンク

・洋上風力発電等の導入拡大に向けた研究開発    45.0億円（R5当初：44.8億円）
洋上風力発電の更なる導入拡大、低コストかつ安定的な再エネ電気の供給、風力関連産業の

競争力強化等に資するため、洋上ウィンドファーム開発支援事業等を行う。

・洋上風力発電の導入促進に向けた採算性分析のための基礎調査事業
65.0億円(R5当初：36.0億円）

案件形成の初期段階から政府が主導的に関与する「日本版セントラル方式」の一環として、発
電事業の採算性分析に必要な情報の調査を実施し、事業者への調査結果の提供を通じて、洋
上風力発電の案件形成の加速化を目指す。

10



海洋環境の保全・再生・維持①

○重要生態系監視地域モニタリング推進事業（環境省）
  2.8億円の内数（R5当初：2.8億円の内数）

全国の高山帯、湖沼・湿原、干潟、藻場、

サンゴ礁等陸域・海域の代表的な生態系

調査サイトにおいて、継続的な生態系モ

ニタリングを実施。

国内の生態系の変化を継続監視

○気候変動観測・監視・対策業務（国土交通省）  8.4億円（R5当初：8.3億円）

地球温暖化等の地球規模の気候変動や環境に関する継続的な観測・監視等を実施。また、

浮遊プラスチック類等の海洋汚染に関する観測を実施。これらの観測成果を公表。

浮遊プラスチック類 観測船による海洋観測海洋気象観測船

海洋環境の保全等

○海洋プラスチックごみ総合対策費（環境省）
・海洋ごみに係る削減方策検討・海岸地域対策推進事業

4.0億円（R5当初：3.8億円）
プラスチックを含む海洋ごみの総合的な回収･処理や発生

抑制対策の推進のため,実効性のあるプラスチック汚染条約
交渉を主導し、地方自治体、民間事業者等の連携強化、国際
協力を促進する。

・海洋プラスチックごみ調査研究・対策総合検討事業
2.7億円（R5当初：2.4億円）

プラスチックを含む海洋ごみの総合的な回収･処理や発生抑制対策の推進の
ため、海洋ごみのモニタリング調査等科学的基盤の整備を行う。

日本海沖合で採集された
発泡スチロール片

○海岸漂着物等地域対策推進事業（環境省） 
1.7億円（R5当初：1.7億円、R5補正：35.3億円）

(※予算額は海洋ごみに係る削減方策検討・海岸地域対策推進事業の内数であり、2重計上である）

海岸漂着物処理推進法第29条に基づき、都道府県や市町村等が実施する海洋ごみに関

する地域計画の策定、海洋ごみの回収・処理、発生抑制対策に関する事業に対し、補助金

による支援を実施する。

○サンゴ礁生態系保全対策推進費（環境省）  0.3億円（R5当初：0.3億円）

国際的な情報共有の推進（特に東アジア地域）。サンゴ礁生態系保全行動計画の
執行、サンゴ大規模白化現象への緊急対策の推進。

○漂流ごみや油の回収・処理（国土交通省）
2,449.0億円の内数（R5当初：2,444.0億円の内数）

海洋環境の保全を図るため、海洋環境整備船を配備して、

海洋プラスチックごみを含めた漂流ごみや油の回収・処理を

実施する。

○災害時等におけるごみ問題への取組（農林水産省・国土交通省） 
災害復旧事業費の内数（R5当初：災害復旧事業費の内数） 

洪水、台風等により海岸に漂着した流木及びごみ等が異常

に堆積し、これを放置することにより海岸保全施設の機能を

阻害することとなる場合に、海岸管理者による緊急的な流木

等の処理を実施する。

○水産多面的機能発揮対策

（農林水産省） 14.5億円の内数

 （R5当初：16.5億円の内数）

漁協による情報共有等を通じた海の

監視ネットワーク強化など、国境監視を

始めとする水産多面的機能の発揮に

資する取組へ支援する。
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・大規模な土砂の生産
抑制と、流出調節

・ダム堆積土砂の適切
な下流への還元

・山地から海までの土
砂動態のモニタリング

・土砂移動確保の
連続性の

・砂浜の維持、回復
・沿岸漂砂の連続性の確保

海洋環境の保全・再生・維持② 沿岸域の総合的管理

○総合的な土砂管理の推進（国土交通省）
10,068億円の内数 （R5当初：9,880億円の内数）

沿岸域の土砂移動のメカニズムを把握するための

調査を実施するとともに、ダムに堆積した土砂の下流

への還元、サンドバイパスや離岸堤等の侵食対策な

ど総合的な土砂管理の取組を推進する。

○海洋に流入する汚濁負荷の下水道による削減 （国土交通省）
社会資本整備総合交付金 ：5,064.5億円の内数（R5当初：5,491.9億円の内数）

下水道の整備や高度処理の導入などにより、陸域から海洋に流入する汚濁負荷を削減

し、閉鎖性海域等の水質改善を推進。

○「閉鎖性海域での沿岸域管理の推進」のうち、

令和４年に改正法が施行され

た瀬戸内海環境保全特別措置

法等を踏まえ、豊かな海の実現

に資する栄養塩類管理計画の

策定支援、地域の里海づくり活

動の後押し及び気候変動適応

に資する炭素吸収量の把握等

の事業を実施する。

水産資源の適切な管理

○新たな資源管理システムの着実な実施（農林水産省）
 82.2億円の内数（R5当初：101.9億円の内数）

国際的にみて遜色のない水産資源の評価・管理方法

の導入により水産資源を回復するため、調査船調査、漁

船を活用したデータ収集、市場調査体制の整備、データ

ベースの構築等を通じて、資源評価対象種の拡大や資

源評価の精度向上等を推進する。また、不漁等が続く魚

種について、追加調査を実施することにより不漁要因等

の解明を行う。

○水産環境整備事業（農林水産省）
122.3億円（R5当初：117.0億円、R5補正：40.0億円の内数）

海域全体の生産力の底上

げを目指した広域的な水産

環境整備を推進する。

取り組みの根拠となる地検の充実・活用

○GOSATシリーズによる地球環境観測事業等（環境省）
42.2億円の内数（R5当初：45.9億円の内数、R5補正：9.9億円の内数）

地球全大気の温室効果ガス（GHG）濃度の状況を把握し、気候変動に関する科学の発展お

よび政策への貢献を継続的に果たすため、宇宙基本計画に基づき文部科学省と共同で

GOSAT-2の運用や、GOSAT-GWの開発等を行う。

GOSAT-2 
（2018年打上げ、運用中）

GOSAT
（2009年打上げ、運用中）

GOSAT-GWの開発GOSAT-2の運用
情報発信等

GOSAT-GW
（2024年度打上げ予定）

○気候変動適応戦略イニシアチブ（文部科学省）＜一部再掲＞
9.3億円（R5当初：9.3億円、R5補正3.0億円）

独自の全球気候モデル

・地球環境データ統合・解析プラットフォーム事業＜再掲＞

・気候変動予測先端研究プログラム

IPCCの活動への貢献や、過去データに加え将来予測データも活
用した気候変動対策へのパラダイムシフト等に向けて、気候モ

デルの開発等を通じた気候変動メカニズムの解明や気候変動

予測の不確実性の低減等により、全ての気候変動対策の基盤

となる科学的知見の充実を図る。
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・豊かさを実感できる海の再生事業（環境省） 1.7億円（R5当初：1.7億円）



海洋産業の利用の促進①

３．着実に推進すべき主要施策の推進

水産業の振興等

○漁業経営安定対策と漁業構造改革の推進（農林水産省）
231.1億円(R5当初：232.9億円、R5補正：661.5億円)

計画的に資源管理等に取り組む漁業者

を対象に、漁獲変動等に伴う減収を補填

する漁業収入安定対策（積立ぷらす）を実

施する。燃油や配合飼料の価格上昇に対

するコスト対策等を実施する。

資源管理や漁場環境改善に取り組む漁業者
による新たな操業・生産体制への転換等を促
進するため、高性能漁船や大規模沖合養殖シ
ステムの導入等による収益性向上のための実
証の取組を支援する。

○浜の活力再生・成長促進交付金（農林水産省）
                                              19.5億円（R5当初：24.0億円）

漁業所得の向上を目指す「浜の活力再生プラン（浜プラン）」の着実な推進を支援するため、
浜プランに位置付けられた共同利用施設の整備、地域一体でのデジタル技術の活用、デジタ
ル人材の確保・育成、密漁防止対策等の取組を支援する。

荷さばき施設 種苗生産施設 津波避難タワー鮮度保持施設 荷受け情報の電子化

１．浜の活力再生プラン推進等支援事業

２．水産業強化支援事業

○海事産業強化法を踏まえた国際競争力強化・生産性向上（国土交通省）
3.7億円（R5当初：4.4億円、R5補正： 25.6億円）

船舶は、四方を海で囲まれた我が国の貿易量の９９．６％を支える海上輸送を担っており、
国民生活・経済活動の維持に不可欠。

中国国営の２大グループが統合するなど、中・韓造船企業の規模が更に大きくなり、加えて
大規模な公的支援を受ける中、我が国造船業にとって、益々競争環境が厳しくなる見込み。

今後、LNG等のガス燃料船の建造が開始・増加するところ、人材確保を含め生産体制の急
速な整備が必要。

【造船・海運分野の競争力強化】

【内航海運の取引環境改善・生産性向上、「強い内航海運」への変革】
内航海運の市場構造は、寡占化された荷主企業・オペレーター・オーナーの専属化、系列化

が進展しており、さらに、事業者の９９．７％は中小企業で事業基盤が脆弱。このため、荷主と
内航海運業者間等の取引環境の改善等を図るための取組が不可欠。

また、内航海運は、DXやGXといった社会変容や船員の高齢化といった課題に対応し、物流
革新や洋上風力産業への参画といった新たな社会ニーズに貢献していくことが必要。このため、
技術開発を通じて、今後の社会変容に柔軟に対応できる「強い内航海運」への変革が不可欠。

・海事産業の連携による強い内航海運の実現
・内航海運業の取引環境改善・生産性向上に向けた取組

・バーチャル・エンジニアリングによる船舶産業の省人化・効率化
・船舶関連機器のサプライチェーン強靱化事業
・自動運航船の実用化に向けた環境整備
・官公庁船分野の海外展開に向けた環境整備の高度化 （自動運航船）

（ゼロエミッション船）

（バーチャル・エンジニアリングによる船舶建造） （経済安全保障推進法に基づく特定重要物資）

オペレーター

貨物の運送

荷主

オーナー

輸送依頼

輸送手段の提供

<内航海運業界>

99.7％が

中小事業者

船員雇用船舶建造・所有

<内航海運業界の構造>

50歳以上
44%

（内航船員の年齢）

14年以上
70%

（内航船舶の船齢）

海事産業の強化
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北極政策の推進①

第3回北極科学大臣会合

北極域研究船の完成イメージ図
北極域観測研究拠点

（ニーオルスン観測基地（ノルウェー））

北極における海氷の減少

・北極域の研究プラットフォームとして、砕氷機能を有し、北極海海氷域の観測が可能な

北極域研究船の着実な建造を進める。

・北極域における観測の強化、研究の加速のため、北極域研究加速プロジェクト（ArCSⅡ）

において、北極の急激な環境変動が人間社会に与える影響を明らかにし、得られた科学

的知見を国内外のステークホルダーに提供する。

○北極域研究の戦略的推進（文部科学省） 46.7億円※（R5当初：44.9億円）
※北極域研究船の建造37.4億円(R5当初：33.6億円）を含む。

海事産業の強化

○クルーズ再興に向けた訪日クルーズ本格回復への取組（国土交通省）
2,450.8億円の内数（R5当初：2,446.0億円の内数）

〇新たなインバウンド層の誘致のためのコンテンツ強化等
                     19.9億円の内数（ R5当初：- ）

日本におけるクルーズ再興に向け、安心してクルーズを楽しめる環境づくりを進めるとともに、

ハード・ソフト両面からの支援や世界に誇るクルーズ拠点の形成、クルーズ船寄港の地域経済

効果を最大化させる取組、訪日クルーズ寄港促進の取組等を進める。

上質な寄港地観光
プログラムの造成

屋根付通路 荷物搬送設備

海洋産業の利用の促進②

海洋科学技術の振興等科学的知見の充実

〇市民参加による海洋総合知創出手法構築プロジェクト（文部科学省）
0.4億円（R5当初：0.4億円)

知の融合により人間や社会の総合的理解と課題解決に資する「総合知」の創出を目指
し、海洋に関わる 市民参加型の研究手法を構築する。
 実施期間：令和５年度～令和９年度 件数：３件

海洋科学技術の振興等科学的知見の充実

〇海洋研究開発機構の運営及びプロジェクト等の推進（文部科学省）＜一部再掲＞ 
303.7億円（R5当初：306.2億円、R5補正：22.1億円）

             

  

海洋研究開発機構（JAMSTEC）において、地球環境の状況把握と変動予測のための研究開
発、海域で発生する地震及び火山活動に関する研究開発、AUV等の先端的基盤技術の開発
等の研究開発・技術開発を推進す
るとともに、船舶・地球シミュレータ
等の運用、学術研究への協力、海
洋科学技術理解増進等の業務を
実施する。

地球シミュレータ（第4世代） 海洋デジタルツインの構築

AUVーNEXT 海洋地球研究船「みらい」 学術研究船「白鳳丸」
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北極政策の推進②

○国際会議等での我が国の北極政策の発信及び理解促進（外務省）
3百万円（R5当初：5.6百万円）

国際会議等への参加を通じて北極圏

国をはじめ北極関係国との連携・協力を

強化し、我が国の北極に対する立場や

取組を広く発信する。

北極評議会
アンカレジでの北極シンポジウム

（2023年3月）

○北極海航路の利活用の検討（国土交通省）
0.3億円の内数（R5当初：0.3億円の内数）

横浜港からハンブルグ港（ドイツ）への航行
距離の比較

従来航路と比較してメリットがあり、新たな選択肢として関心が高い北極海航路に関して、

利活用に向けた環境整備を推進するため、利用動向や課題分析等の調査を実施。

出典：第7回北極海航路に係る官民連携協議会
（株）商船三井 講演資料

国際的な連携の確保及び国際協力の推進

○戦略的な国内外の関係機関の連携・支援能力（国土交通省）＜一部再掲＞
3.8億円（R5当初：2.6億円、R5補正：1.5億円）

防衛省・自衛隊等の関係機関との情報共有・連携体制を一層強化するとともに、円滑な国

民保護活動のための調査研究・資器材整備を進める。

また「自由で開かれたインド太平洋」の実現に向けて、法とルールの支配に基づく海洋秩序

維持の重要性を各国海上保安機関との間で共有するとともに、外国海上保安機関等との連

携・協力や諸外国への海上保安能力向上支援を一層推進する。

国際連携の強化を図るためのアセット確保
・ 国際業務対応・練習船

法の支配に基づく海洋秩序維持の重要性を各国
海上保安機関との間で共有
・ 世界海上保安機関長官級会合 等

MCTによる技術指導・訓練

各国海上保安機関の連携強化 海上保安能力向上支援等の推進

アジア諸国等の海上保安機関に対する能力向上
支援や協力関係の強化

・ 海上保安政策プログラムの基盤強化
・ 能力向上支援の専従部門である海上保安庁

Mobile Cooperation Teamの積極的派遣 等

（イメージ）

○ソマリア沖・アデン湾、マラッカ・シンガポール海峡における
海賊対策・安全確保に関する国際協力

・アジア海賊対策地域協力協定拠出金（外務省）    0.2億円（R5当初：0.2億円）

・マラッカ・シンガポール海峡等航行安全対策（国土交通省）
         0.3億円（R5当初：0.3億円）

我が国への海上輸送路として

極めて重要なマラッカ・シンガ

ポール海峡の航行安全を確保

するため、我が国が主導的な役

割を担い、沿岸国による航行援

助施設の代替整備や適切な維

持管理を支援する。

アジア海賊対策地域協力協定（ReCAAP）情報共有センタ－によるReCAAP締約国の能力

構築支援事業を実施・支援するための経費（事務局経費（各種プロジェクト経費））。
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海洋人材の育成と国民の理解の増進

○海事人材の確保・育成（国土交通省）                                67.1億円
（R5当初：67.9億円、R5補正：7.6億円)

新人船員の計画的な雇用・育成や就業ルートの拡大に向けた支援等を通じ、船員の確保・育
成、雇用促進を図るほか、求人・求職の申込み手続きのオンライン化等を図る。
さらに、海技教育機構において、教育内容の高度化を図りつつ、学科教育と練習船による航海訓
練を通じ、優秀な船員の養成を着実に進める。

また、我が国造船業等において持続的な人材確保・育成対策を推進するほか、「特定技能制
度」における外国人材の適正な受け入れや監理に必要な措置等を講じる。

○海洋教育・海事振興の推進（国土交通省）   0.2億円（R5当初：0.1億円）

海洋教育においては、児童・生徒・教員・保護者に対して、普段接する機会の少ない海や船、
海事産業などに触れる機会や学ぶ機会を創出し、海洋や海事産業の理解増進を図る。  

海事振興においては、海事産業の人材確保に寄与することを目指し、特に若年層に向けて海
や船への関心を喚起するため、SNSを活用した効果的な情報発信を強化する。近年はスマート
フォン等の普及により、動画から情報を得るコンテンツ（YouTube、Instagram等）を利用する者が
多いことから、動画形態による情報発信を積極的に行う。

【海洋教育】

○経営体育成総合支援事業（農林水産省）  4.5億円（R5当初：5.0億円）

漁業・漁村を支える人材の確保・

育成を強化するため、漁業への就

業前の者への資金の交付、漁業現

場での長期研修を通じた就業・定

着の促進、インターンシップや就業

体験受入れ、海技士免許等の資格

取得及び漁業者の経営能力の向

上等を支援する。

離島の保全等

○「離島の活性化に対する支援等の離島の振興」のうち、
離島活性化交付金等（国土交通省）   11.5億円（R5当初：12.1億円) ※

※離島広域活性化事業を除く

離島地域の振興を図るため、離島活

性化交付金及び離島広域活性化事業

を活用した支援のほか、ICTなどの先

端技術の実装を通じて離島地域の課

題を解決する「スマートアイランド」の

取組を推進する。

○離島漁業再生等に対する支援（農林水産省） 13.5億円（R5当初：14.6億円）

漁場の生産力の向上など漁業の再生等に共同で取り組む離島の漁業集落や、漁業・海業の起

業又は事業拡大による雇用機会の拡充を図るための取組を支援する。

○離島における観測活動実施（国土交通省） 7.6億円の内数
（R5当初：8.1億円の内数、R5補正：24.0億円の内数）

離島の気象・海象観測施設等の整備等及び適切な維持管理を進めるととも

に、地上・高層の気象観測、温室効果ガス、日射放射等の観測を継続して実

施する。

○海洋開発重点戦略に基づく海洋政策の推進（内閣府） 
0.7億円（R5当初：0.2億円の内数、R5補正：3.1億円）

・改定された第４期海洋基本計画の下、国益の観点から省庁横断で取り組むべき重要なミッ
ションの実現に向けて、今後、複数年度を視野に入れた「海洋開発重点戦略」を総合海洋政
策本部決定により策定し、関係省庁をはじめとした関係者が一丸となって強力に取組を進
めていく。

・フロンティアである海洋の開発を強力に推進することにより、「総合的な海洋の安全保障」
と「持続可能な海洋の構築」を実現するとともに、新たな産業の創出や我が国の海洋関連技
術・取組の国際展開により、我が国の海洋立国としての力強い成長を実現することを目指す。

・自律型無人探査機（AUV）の開発・利用
・南鳥島とその周辺海域の開発の推進
・海洋状況把握（MDA）の能力強化

等

自律型無人探査機(AUV)

総合的・戦略的な海洋政策の推進

定住促進住宅の整備
（島根県知夫村 知夫里島）

遠隔診療
（三重県鳥羽市 神島ほか）
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【海事振興】

海ココちゃんねる

企画→撮影→編集→発信→分析

海洋国家の持続的発展、
海事産業の人材確保に寄与


